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１．１５年９月中間期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１５年９月３

(1) 連結経営成績 

 売  上  高 営 業 利 益 

 

１５年９月中間期 

１４年９月中間期 

百万円   ％

3,505（   15.0）

3,047（△ 24.1）

百万円   ％

95（ － ）

△ 241（ － ）

１５年３月期 6,480           △ 268          
 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1 株当たり中間 

(当期)純利益 

 

１５年９月中間期 

１４年９月中間期 

百万円   ％

86（ － ）

△ 196（ － ）

円  銭

9   43 

△ 19  78 

１５年３月期 △ 607          △ 63    34 
(注) 1．持分法投資損益    15 年 9 月中間期 ―百万円 14 年 9 月中間期 ―百万

2．期中平均株式数（連結） 15 年 9 月中間期 9,207,689 株 14 年 9 月中間期 9,955,798

   3．会計処理の方法の変更   無 

   4．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率

 

１５年９月中間期 

１４年９月中間期 

百万円 

14,240    

14,225    

百万円

12,464   

12,752   

87.

89.

１５年３月期 13,876    12,207   88.
(注) 期末発行済株式数（連結） 15 年 9 月中間期 9,043,536 株 14 年 9 月中間期  9,479,589

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に

キャッシュ・フ

 

１５年９月中間期 

１４年９月中間期 

百万円 

53     

△ 95   

百万円

266    

△  75  

百

△ 189

△ 320

１５年３月期 △ 41   △ 494  △ 415

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数  ６社  持分法適用非連結子会社数  ０社  持分法適用

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結(新規)   ０社  (除外)   ０社    持分法(新規)  ０社

 

２．１６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３

 売  上  高 経 常 利 益 

通   期 
百万円

7,000       

百万円

230       

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）   18 円 46 銭 
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平成１５年１１月２８日 

東京都 

111 

０日） 

経 常 利 益 
百万円   ％

146（ － ）

△ 237（ － ）

△ 252          

潜 在 株 式 調 整 後

1株当たり中間(当期)純利益
円  銭

 ― 

― 

― 
円 15 年 3 月期 ―百万円 

株 15 年 3 月期 9,709,722 株 

前年中間期増減率 

 1 株当たり株主資本
％ 

5    

6    

円  銭

1,378   27 

1,345   24  

0    1,307   79  
株 15 年 3 月期  9,329,193 株 

よ る 

ロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高
万円 

     

   

百万円

3,111    

3,428  

   2,971  

関連会社数  ０社 

  (除外)  ０社 

１日） 

当 期 純 利 益 

百万円

170       



添付資料 

1.企 業 集 団 の 状 況 

当社グループは、当社（㈱ニレコ）、子会社６社及び関連会社１社から構成されており、鉄鋼業・化学工業から食品工

業・印刷業に至る各種産業向けの制御機器類及び計測・検査機器類の製造・販売を主な事業内容としております。 

制御機器類は産業プラント、生産プロセスにおける物理量、化学量、機械的位置をある目的に適合するように自動的

に制御するものであり、主な製品は帯状物体制御装置（ウェブ関連、メタル関連）、糊付け制御装置、プロセス制御装置、

自動識別印字装置であります。 

計測・検査機器類は工業プロセス及び試験研究機関等において、測定対象の物理量、化学量及び機械量を測定表

示、分析、解析演算記録等を行なうものであり、主な製品はオンライン検査装置、画像処理解析装置、近赤外分析シス

テム、渦流式溶鋼レベル計であります。 

事業の種類別セグメントはそれぞれの製品が制御を目的としているか、あるいは計測を目的としているかの使用目的

の類似性を基準として、それぞれの制御機器類、計測・検査機器類及びその他に区分しております。 

従って、当社グループの各会社と事業の種類別セグメントとの明確な区分は困難ですが、おおよその関連を示すと

以下のとおりであります。 

区分 主要製品名 会社名 

制

御

機

器

類 

帯状物体制御装置 

（ウェブ関連） 

 

 

帯状物体制御装置 

（メタル関連） 

糊付け制御装置 

 

プロセス制御装置 

 

自動識別印字装置 

ＥＰＣ 

（エッジ・ポジション・コントロール装置） 

見当合わせ制御装置 

テンション・コントロール装置 

工業用サーボバルブ 

 

糊付け装置 

アプリケータ・ノズル 

油圧噴射管式制御装置 

帯鋼板用ＥＰＣ 

自動マーキング装置 

当社（プロセス営業部） 

   （ウェブ営業部）    

ミヨタ精密㈱ 

ニレコ計装㈱ 

仁力克股份有限公司（台湾） 

CALGRAPH.SAS（フランス） 

NASAN NIRECO CO.,LTD.（韓国） 

NIRECO AMERICA CORP.（アメリカ） 

計
測
・
検
査
機
器
類 

オンライン検査装置 

 

画像処理解析装置 

近赤外分析システム 

渦流式溶鋼レベル計 

その他計測監視装置 

印刷検査装置、静止画像検査装置 

無地検査装置、 

ルーゼックス 

米食味計、製薬原料分析システム 

渦流式溶鋼レベル計 

樹脂、射出成形モニタ 

板幅計 

当社（検査機営業部） 

（プロセス営業部） 

   （電子機器営業部） 

   （ＯＥ営業部） 

ミヨタ精密㈱ 

NIRECO AMERICA CORP.（アメリカ） 

CALGRAPH.SAS（フランス） 

そ

の

他 

 青果物外観検査装置 当社（電子機器営業部） 
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当社グループ各社の位置づけを事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 

（国内）                                             （海外） 

                     部品          製品 

 

                                  製品 

                     製品 

 

                                  製品 

 

 

                    保守部品 

 

                    試運転・ 

                            保守 

 

株
式
会
社
ニ
レ
コ
（
製
造
・
販
売
）

製造会社 
ミヨタ精密㈱ 
（制御機器類、計測･検査機器類） 

サービス会社 
 ニレコ計装㈱ 

（制御機器類） 

 

                        （国内ユーザー）      

当社グループを構成している連結子会社は次のとおりであります。 

連結子会社 

会社名 資本金 議決権の

所有割合

ニレコ計装株式会社 １９百万円 ８０．４％
当社制御機器の試

行っております。な

ミヨタ精密株式会社

（旧商号 

ミスミ電子株式会社）

 

２０百万円 ５１．０％

当社制御機器及び

電子機器の組立・

有の建物を賃借し

千代田精機株式会社 24 百万円 75．0％
同社は、ミヨタ精密

あります。なお、役

CALGRAPH.SAS

（フランス） 

８２８千 

ユーロ 
１００．０％

印刷機用自動見当

を行なっております

仁力克股份有限公司

（台湾） 

１３百万 

ＮＴドル 
８０．８％

当社制御機器製品

行なっております。

NIRECO AMERICA CORP.

（アメリカ） 

 

1０千ドル ２５．０％

当社製品を中心と

における製造及び

兼任があります。 

（注１）関連会社NASAN NIRECO CO.LTD.については、重要性が乏しいた
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製造･販売会社 
 CALGRAPH．SAS（フランス） 
 （制御機器類、計測･検査機器類）
販売会社 
 仁力克股份有限公司（台湾） 

（制御機器類、計測･検査機器類）

 NASAN NIRECO CO.,LTD.（韓国） 

（制御機器類） 

 NIRECO AMERICA CORP.（アメリカ） 

（制御機器類、計測･検査機器類）

       （海外ユーザー） 

関係内容 

運転・計装工事及びアフターサービスを

お、役員の兼任があります。 

計測・検査機器の機械部品製作・組立、

配線を行なっております。なお、当社所

ており、役員の兼任があります。 

株式会社に事業統合するため再編中で

員の兼任があります。 

合わせ制御装置の設計、製造及び販売

。なお、役員の兼任があります。 

のアジア地区における製造及び販売を

なお、役員の兼任があります。 

する制御、計測・検査機器類の北米地区

販売を行なっております。なお、役員の

め、持分法を適用しておりません。 



2. 経 営 方 針 

（1） 会社の経営の基本方針 

当社は、（旧社名）日本レギュレーター株式会社として、昭和２５年に設立されました。当社の創業期は太平洋戦争

後の復興期にあたり、当時の基幹産業である鉄鋼業･重化学工業等の工場プラントにおける制御技術への要請が

高まり、これに応えるため各社からの出資を得て設立されました。最近に至り市場環境の変化とともに、当社製品の

需要家は紙･パルプ・印刷業・電機メーカー等へと大きくシフトしてまいりました。当社は創業以来の自動制御のパイ

オニアとしての自負をもって、多業種にわたる需要家のニーズに応えてきております。 

このような創業以来の伝統を踏まえ、当社の経営方針としては、第一に需要家のニーズに応えるための「技術志

向」であることがあげられます。当社グループの研究･開発スタッフは総人員の１７％にのぼり、特許など工業所有権

の取得についても積極的に取り組んできております。 

第二に、これまで産業界に高機能、高品質の制御及び計測機器を提供してまいりました「品質管理」の重視があ

げられます。当社では平成９年にＩＳＯ９００１の認証を取得しており、今後さらに各国の規格をクリアーする品質体制

の整備に全社をあげて取り組んでおります。 

第三は、技術志向に特化するため「ファブレス経営」であることであります。当社は研究・開発に特化し、生産をグ

ループ内の子会社に委託しております。製造子会社がグループ内でのコストセンターとしての自覚を高め、ひいて

は、当社グループの売上利益につながっております。 

更に第四に、昨年より「グローバル化」を掲げ、企業活動の国際化を見据えての人材育成、海外マーケットへの進

出に努めております。前連結会計年度において NIRECO AMERICA CORP.を子会社化し、米国における販売拠点

が整備できました。これにより、欧州、アジア（台湾、韓国）そして米国での販売体制が整いました。今後は中国もタ

ーゲットに加え、世界的な産業界のニーズに応えるよう努める所存であります。 

 

（2） 会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主への利益還元を経営上の最重要政策と認識し、今後の業績の見通し、新製品開発や設備などに必

要な内部留保の確保などを総合的に勘案しつつ、継続的かつ安定的に実施すべきものと考えております。 

 

（3） 投資単位の引下げに関する基本方針 

投資単位の引下げにつきましては、当社株価、業績、市況等を勘案し、費用及び効果を慎重に検討したうえで、

株主の利益に資するように決定してまいりたいと考えております。具体的な施策及び時期等については未定であり

ます。 

 

（4） 会社の経営管理組織の整備等（コーポレートガバナンスの充実）に関する施策 

当社は、取締役会を毎月１回開催し経営上の重要事項について決議するほか、部長会を同じく毎月１回開催し事

業推進上の事項について意見交換しております。当社は、それにより緊密な意思疎通や迅速な意思決定に努めて

おります。 

 

（5） 中長期的な会社の経営戦略及び今後の対処すべき課題 

ここ数年のわが国経済は、「失われた十年」と言われるように小規模な浮沈を含みながらも低迷状態が続いてきま

した。この間、製造業においては需要の低迷と価格低下による売上の伸び悩みの状況において収益を確保するた

めコスト削減に努め、製造部門の低コストの海外への移転が相次ぎました。このようななかで、産業界からのニーズ

に応えてきた当社にとっては、需要家たる産業界の設備投資の停滞は非常に厳しい結果となりました。 

このような経営環境下において当社が課題としてもつ中長期的な経営戦略は次のとおりとなります。 

第一に、「新規分野」への進出であります。当社は創業以来、制御機器類、計測・検査機器類の専門メーカーとし

て、これまでも絶えず新製品の開発に努めてまいりました。また、需要家のニーズを汲み取り、これを満たす新製品

を開発することにより市場を創造・拡大してまいりました。現在においては、高性能の新聞用見当合わせ制御装置を
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はじめとして、グラビア・商業用オフセット・ビジネスフォームなど各種印刷輪転機の制御装置及び品質管理用検査

装置の開発を進めております。また、画像処理や制御の技術を基に、半導体、ＬＣＤ等の電気部品の検査装置の開

発を進めております。これらの製品の開発により、従来の市場には止まらない新たな市場を創設してまいります 

第二に、「海外進出」であります。これは、当社の基本方針である「グローバル化」の一環であり、強力に推し進め

ております。一昨年アメリカに子会社NIRECO AMERICA CORP.を設立し、新聞用カラー印刷の見当合わせ制御装

置やグラビア向け品質管理装置について大手新聞社などへの積極的な営業活動を展開しております。また、フラン

スの子会社 CALGRAPH.SAS を欧州向け輸出の拠点とし、印刷用の品質管理装置を販売しております。また、新型

センサを用いた鉄鋼業向け帯状物体制御装置については、韓国、中国を中心に積極的な営業活動を展開しており

ます。今後は、これらの動きをいっそう推し進め売上の伸長に努めるものであります。 

第三に、「体質改善」であります。一昨年来の米国経済低迷による景気停滞の長期化により従来に比べ大幅に売

上が減少し、今後しばらくは急激な回復が望めない厳しい状況が続くことが予想されるため、当社は収益力の強化

を図り大幅な経費やコストの削減を進めております。 

 

わが国を含めた世界経済の状況は変動が激しく、中長期的な見通しを立てることが難しくなってきておりますが、

当社では上記の方針をおしすすめ企業の体力を蓄積し、業績をあげていく所存であります。 
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３. 経 営 成 績 

（1） 当中間期の概況 

当中間期におけるわが国の経済は、米国やアジア向けを中心とした輸出の増加や大企業を中心とした合理化努

力による企業収益の改善傾向などの景気回復の動きはあったものの、個人消費が伸び悩むなど景気低迷から抜け

出せない状況で推移しました。 

当社グループの主要取引先であります印刷業、紙加工業、電気部品メーカー、鉄鋼業及び化学工業等におきま

して、一部では輸出が好調でしたが、全般に設備投資意欲が回復に至らない状況が続きました。 

このような厳しい経営環境に対処するため、当社は新たな柱として検査事業への注力や海外市場の拡大を図る一方

で、効率化の推進やコスト管理の徹底による収益の向上に取り組んでまいりましたが、受注高及び売上高は次のとおり

となりました。 

当中間期の受注高は３３億７千６百万円(前期比１０３.１％)、当上中間期末の受注残高は１５億５千万円(前期比８

７.７％)となりました。 

当中間期の売上高は３５億５百万円(前年同期比１１５.０％)となり、売上高を「制御機器類」と「計測・検査機器

類」に大別すると次のとおりであります。 

「制御機器類」 

帯状物体制御装置、プロセス制御装置、自動識別印字装置など全般に亘って売上は前期を上回ったため、「制

御機器類」全体では２５億５千万円(前年同期比１２０.１％)となりました。 

「計測・検査機器類」 

オンライン検査装置、画像処理解析装置、近赤外分析システム等主要な製品の売上が前期を上回ったため

「計測・検査機器類」全体では８億９千７百万円(前年同期比１０７.８％)となりました。 

 

（2） 通期の見通し 

今後の見通しといたしましては、米国経済の回復傾向や株価の持ち直し等緩やかながら国内景気が回復に向か

いつつある中で、グローバル化の進展等により寧ろ競争は激化するものと考えられます。 

当社はこのような状況下にあって、将来を見据えた事業の選択と集中を行い、印刷、紙加工用制御装置、鉄鋼

向け制御装置とともに画像処理や制御の技術を基とした検査装置の市場に注力し、欧米や東アジア等の海外販売

網の整備により市場を拡充し、徹底したコスト管理を行い、収益の確保に努める所存であります。 

これにより、平成１６年３月期の通期連結業績予想につきましては、売上高７０億円（前期比１０２．９％）、

経常利益２億３千万円を見込んでおります。 

なお、前述の見通しは、現在入手可能な情報に基づく当社の判断によるもので、不確実性のリスクを内包して

おります。このため、経済情勢、企業の設備投資動向により、実際の業績はこれらの見通しと異なる可能性があ

ることをあらかじめご承知おき下さい。 
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４．【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   3,138,465 2,890,059  2,769,475

２．受取手形及び売掛
金 

※２  2,839,028 2,942,842  2,898,292

３．有価証券   344,965 327,462  369,109

４．棚卸資産   2,719,942 2,908,190  2,677,226

５．繰延税金資産   187,849 201,483  151,684

６．その他   163,823 130,304  146,538

貸倒引当金   △19,784 △18,126  △18,507

流動資産合計   9,374,290 65.9 9,382,217 65.9  8,993,818 64.8

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※１   

(1）建物及び構築物  573,069 551,695 560,792 

(2）機械装置及び運
搬具 

 126,929 123,218 126,431 

(3）工具器具及び備
品 

 130,593 111,781 114,417 

(4）土地  916,140 916,140 916,140 

(5）その他  2,063 1,748,796 12.3 － 1,702,835 12.0 11,300 1,729,081 12.5

２．無形固定資産    

(1）連結調整勘定  58,032 41,927 50,364 

(2）その他  65,408 123,440 0.9 65,263 107,191 0.7 70,983 121,347 0.9

３．投資その他の資産    

(1)投資有価証券 ※４ 2,051,807 2,048,506 1,901,423 

(2）繰延税金資産  371,508 311,507 424,956 

(3）その他  627,719 760,726 775,522 

貸倒引当金  △72,386 2,978,649 20.9 △72,868 3,047,871 21.4 △70,029 3,031,874 21.8

固定資産合計   4,850,887 34.1 4,857,898 34.1  4,882,303 35.2

資産合計   14,225,177 100.0 14,240,116 100.0  13,876,121 100.0
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前中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛
金 

  311,267 519,489  414,352

２．短期借入金 ※２  15,475 1,417  21,991

３．未払法人税等   18,377 41,385  21,406

４．未払消費税等   13,959 22,614  3,639

５．未払費用   238,821 296,158  266,522

６．その他   176,962 152,636  192,266

流動負債合計   774,862 5.4 1,033,702 7.3  920,179 6.6

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※２  13,420 －  8,400

２．退職給付引当金   61,518 97,357  80,481

３．役員退職引当金   371,431 399,583  393,123

４．その他   175 498  577

固定負債合計   446,544 3.2 497,438 3.5  482,582 3.5

負債合計   1,221,407 8.6 1,531,140 10.8  1,402,761 10.1

    

（少数株主持分）    

少数株主持分   251,415 1.8 244,583 1.7  265,424 1.9

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   3,072,352 21.6 3,072,352 21.6  3,072,352 22.1

Ⅱ 資本剰余金   4,124,646 29.0 4,124,646 29.0  4,124,646 29.7

Ⅲ 利益剰余金   6,036,643 42.4 5,630,126 39.5  5,587,908 40.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  △154,850 △1.1 117,766 0.8  △200,457 △1.4

Ⅴ 為替換算調整勘定   △27,835 △0.2 △4,675 △0.1  △19,531 △0.1

Ⅵ 自己株式   △298,600 △2.1 △475,825 △3.3  △356,982 △2.6

資本合計   12,752,355 89.6 12,464,391 87.5  12,207,936 88.0

負債、少数株主持分
及び資本合計 

  14,225,177 100.0 14,240,116 100.0  13,876,121 100.0
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②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   3,047,137 100.0 3,505,478 100.0  6,480,052 100.0

Ⅱ 売上原価   2,211,211 72.6 2,362,523 67.4  4,605,366 71.1

売上総利益   835,925 27.4 1,142,955 32.6  1,874,686 28.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  1,077,054 35.3 1,047,509 29.9  2,142,829 33.0

営業利益   － － 95,445 2.7  － －

営業損失   241,129 △7.9 － －  268,142 △4.1

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  17,798 14,330 33,222 

２．受取配当金  6,242 8,015 9,134 

３．投資有価証券売却
益 

 － 19,099 － 

４．保険解約返戻金  － 25,347 16,775 

５．その他  22,082 46,124 1.5 11,388 78,180 2.2 39,306 98,438 1.5

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  1,617 1,564 3,189 

２．棚卸資産除却損  834 663 1,575 

３．投資有価証券評価
損 

 13,569 2,950 29,483 

４．為替差損  － 350 8,805 

５．その他  26,601 42,623 1.4 21,719 27,248 0.7 39,977 83,031 1.3

経常利益   － － 146,377 4.2  － －

経常損失   237,628 △7.8 － －  252,735 △3.9

Ⅵ 特別損失    

投資有価証券評価
損 

 － － 167,552 

特別退職金  － － 54,587 

棚卸資産除却損  － － － － － － 161,661 383,801 5.9

税金等調整前中間
純利益 

  － － 146,377 4.2  － －

税金等調整前中間
（当期）純損失 

  237,628 △7.8 － －  636,537 △9.8

法人税、住民税及
び事業税 

 8,584 28,115 23,929 

法人税等調整額  △45,022 △36,438 △1.2 43,392 71,507 2.0 △61,741 △37,811 △0.5

少数株主利益   － － － －  8,995 0.1

少数株主損失   4,228 △0.1 11,995 △0.3  － －

中間純利益   － － 86,865 2.5  － －

中間（当期）純損
失 

  196,961 △6.5 － －  607,720 △9.4
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③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   

資本準備金期首残高  4,124,646 4,124,646  4,124,646

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

 4,124,646 4,124,646  4,124,646

   

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  － 5,587,908  －

連結剰余金期首残高  6,313,032 －  6,313,032

Ⅱ 利益剰余金増加高   

中間純利益  － － 86,865 86,865 － －

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金  39,974 37,316 77,893 

２．役員賞与（うち監査
役賞与） 

 
39,452
(3,000)

7,330
(  －)

39,510 
(3,000) 

３．中間（当期）純損失  196,961 276,389 － 44,646 607,720 725,124

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

 6,036,643 5,630,126  5,587,908
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） （自 平成14年４月１日 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 

至 平成15年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間純
利益又は中間（当
期）純損失 

 △237,628 146,377 △636,537 

減価償却費  67,153 59,886 138,504 

連結調整勘定償却額  7,668 8,436 15,337 

長期前払費用償却額  1,671 814 2,841 

投資有価証券評価損  13,569 2,950 197,036 

会員権等評価損  － 155 992 

貸倒引当金の増加額  10,018 2,523 9,681 

退職給付引当金増減
額 

 △9,505 16,875 9,457 

役員退職引当金増減
額 

 △35,557 6,460 △13,865 

受取利息及び受取配
当金 

 △24,041 △22,345 △42,356 

支払利息  1,617 1,564 3,189 

投資有価証券売却益
(損） 

 2,953 △19,099 3,087 

投資有価証券償還益  － － 5,400 

為替差益（損）  △969 593 261 

有形・無形固定資産
除却損 

 402 1,678 4,493 

売上債権の増減額  392,500 △46,104 331,832 

棚卸資産の増減額  14,125 △227,597 55,135 

その他流動資産の増
減額 

 △31,698 7,025 △5,206 

仕入債務の増減額  △139,665 103,529 △31,288 

未払消費税等の増減
額 

 △1,582 19,267 △20,474 

その他流動負債の減
少額 

 △62,671 △11,553 △18,910 
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前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） （自 平成14年４月１日 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 

至 平成15年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

役員賞与の支払額  △44,443 △11,100 △44,501 

その他  △1,478 △1,409 △1,846 

小計  △77,562 38,929 △37,734 

利息及び配当金の受
取額 

 23,547 22,400 41,965 

利息の支払額  △1,607 △1,564 △3,179 

法人税等の支払額  △39,565 △6,736 △42,228 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △95,188 53,027 △41,177 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 △2,750 △1,750 △7,850 

定期預金の払戻によ
る収入 

 1,200 45,600 11,200 

有形・無形固定資産
の取得による支出 

 △52,289 △28,885 △115,494 

投資有価証券の取得
による支出 

 △610,237 △229,189 △988,657 

投資有価証券の売却
による収入 

 254,593 443,470 431,783 

投資有価証券の償還
による収入 

 110,000 10,000 110,000 

貸付けによる支出  △20,410 △17,900 △72,010 

貸付金の回収による
収入 

 12,170 27,694 28,713 

その他の投資活動に
よる支出 

 △19,910 △37,799 △169,367 

その他の投資活動に
よる収入 

 252,135 55,519 277,301 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △75,497 266,758 △494,381 
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前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） （自 平成14年４月１日 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 

至 平成15年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入による収入  14,000 － 26,758 

短期借入金の返済に
よる支出 

 △8,400 △20,432 △14,000 

長期借入による収入  21,000 － 21,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △9,689 △8,400 △14,998 

自己株式の取得によ
る支出 

 △292,060 △118,843 △350,442 

配当金の支払額  △40,103 △37,264 △78,167 

少数株主への配当金
の支払額 

 △5,575 △4,181 △5,575 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △320,829 △189,121 △415,425 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 △1,214 9,129 1,300 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

 △492,730 139,794 △949,683 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 3,921,411 2,971,728 3,921,411 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

 3,428,680 3,111,522 2,971,728 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数及び主要な連

結子会社の名称 

(1）連結子会社の数及び主要な連

結子会社の名称 

(1）連結子会社の数及び主要な連

結子会社の名称 

  連結子会社は、下記の６社で

あります。 

 連結子会社は、下記の６社で

あります。 

 連結子会社は、下記の６社で

あります。 

 千代田精機株式会社 

ニレコ計装株式会社 

ミスミ電子株式会社 

CALGRAPH SAS（フランス） 

仁力克股份有限公司（台湾）

NIRECO AMERICA CORP.（アメ

リカ） 

ニレコ計装株式会社 

ミヨタ精密株式会社 

千代田精機株式会社 

CALGRAPH SAS（フランス） 

仁力克股份有限公司（台湾）

NIRECO AMERICA CORP.（アメ

リカ） 

なお、ミスミ電子株式会社

は、ミヨタ精密株式会社に商号

を変更しました。 

千代田精機株式会社 

ニレコ計装株式会社 

ミスミ電子株式会社 

CALGRAPH SAS（フランス） 

仁力克股份有限公司（台湾）

NIRECO AMERICA CORP.（アメ

リカ） 

 (2）主要な非連結子会社の名称 (2）主要な非連結子会社の名称 (2）主要な非連結子会社の名称 

  非連結子会社は該当ありませ

ん。 

同左 同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 関連会社NASAN NIRECO CO., 

LTD（韓国）については、中間連

結財務諸表に与える影響が僅少の

ため持分法は適用せず原価法を適

用しております。 

同左  関連会社NASAN NIRECO CO., 

LTD（韓国）については、連結財

務諸表に与える影響が僅少のため

持分法は適用せず原価法を適用し

ております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社のうち仁力克股份有

限公司、CALGRAPH SAS及びNIRECO 

AMERICA CORP.の中間決算日は、

平成14年６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当

たっては、中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、平成14年７月１日から中間連

結決算日平成14年９月30日までの

期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 

 連結子会社のうち仁力克股份有

限公司、CALGRAPH SAS及びNIRECO 

AMERICA CORP.の中間決算日は、

平成15年６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当

たっては、中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、平成15年７月１日から中間連

結決算日平成15年９月30日までの

期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 

 連結子会社のうち仁力克股份有

限公司、CALGRAPH SAS及びNIRECO 

AMERICA CORP.の決算日は、平成

14年12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、平成15

年１月１日から連結決算日平成15

年３月31日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

時価のあるもの…… 時価のあるもの…… 時価のあるもの…… 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定。ただし、デ

リバティブ組込み型債券で

デリバティブ部分と債券部

分の区分ができないものに

ついては、全体を時価評価

し、評価差額は当中間連結

会計期間の損益に計上して

おります。） 

同左  決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定。ただし、デリ

バティブ組込み型債券でデ

リバティブ部分と債券部分

の区分ができないものにつ

いては、全体を時価評価

し、評価差額は当連結会計

年度の損益に計上しており

ます。） 

 時価のないもの…… 時価のないもの…… 時価のないもの…… 

 移動平均法による原価法 同左 同左 

 ② デリバティブ ② デリバティブ ② デリバティブ 

 ……時価法 同左 同左 

 ③ 棚卸資産 ③ 棚卸資産 ③ 棚卸資産 

 製品 同左 同左 

 見込生産品…先入先出法によ

る原価法 

  

 受注生産品…個別法による原

価法 

  

 仕掛品…………個別法による原

価法 

  

 半製品・材料…先入先出法によ

る原価法 

  

 貯蔵品…………最終仕入原価法   

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 (2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 ……定率法   

  なお、耐用年数及び残存価

額については、主に法人税法

に規定する方法と同一の基準

によっております。 

 ただし、親会社及び国内連

結子会社については、平成10

年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）につい

ては定額法を採用しておりま

す。 

同左 同左 

 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

 ……定額法 同左 同左 

  ソフトウェア（自社利用）

の減価償却方法は、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっておりま

す。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 (3）重要な引当金の計上基

準  債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

 ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異

（219,633千円）については５

年による按分額を費用処理して

おります。 

 また、数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしておりま

す。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異

（219,633千円）については５

年による按分額を費用処理して

おります。 

 また、数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしておりま

す。 

 ③ 役員退職引当金 ③ 役員退職引当金 ③ 役員退職引当金 

  親会社及び連結子会社３社

は、役員の退職金の支給に備え

て、内規に基づく中間連結会計

期間末要支給額を計上しており

ます。 

同左  親会社及び連結子会社３社

は、役員の退職金の支給に備え

て、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 (5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための基本となる重要

な事項 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮受消費税等は仮払消費

税等と相殺のうえ、未払消費税等

として表示しております。 

同左  消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

同左 同左 

 

会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

     ──────        ──────  （自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準） 

「自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）が平

成14年４月１日以後に適用さ

れることになったことに伴

い、当連結会計年度から同会

計基準によっております。こ

れによる当連結会計年度の損

益に与える影響は軽微であり

ます。 

なお、連結財務諸表規則の

改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の資

本の部及び連結剰余金計算書

については、改正後の連結財

務諸表規則により作成してお

ります。 

     ──────      ──────  （１株当たり情報） 

「１株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準

第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針

第４号）が平成14年４月１日以

後開始する連結会計年度に係る

連結財務諸表から適用されるこ

とになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び適

用指針によっております。な

お、これによる影響について

は、「１株当たり情報に関する

注記」に記載しております。 
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表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

           ────── （中間連結損益計算書） 

営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

した「保険解約返戻金」については、当中間連結会

計期間において営業外収益の100分の10を超えたため

区分掲記いたしました。 

なお、前中間連結会計期間の営業外収益「その

他」に含めていた「保険解約返戻金」は5,133千円で

あります。 

 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

       ──────        ────── 

 当中間連結会計期間から「自己株

式及び法定準備金の取崩等に関する

会計基準」（企業会計基準第１号）

を適用しております。これによる当

中間連結会計期間の損益に与える影

響は軽微であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の資本の部

及び中間連結剰余金計算書について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

により作成しております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成15年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

2,035,357千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

2,057,645千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

2,026,196千円であります。 

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 
 

売掛金 4,095千円 

 4,095千円 
  

 
売掛金 1,417千円

 1,417千円
  

 
売掛金 14,791千円

 14,791千円
  

 担保権によって担保される債務は次の

とおりであります。 

 担保権によって担保される債務は次の

とおりであります。 

 担保権によって担保される債務は次の

とおりであります。 
 

長期借入金 4,095千円 
  

 
長期借入金 1,417千円

  

 
長期借入金 14,791千円

  
（一年以内の返済予定額を含む） （一年以内の返済予定額を含む） （一年以内の返済予定額を含む） 

 
３．受取手形割引高 276,525千円 

  

 
３．受取手形割引高 289,227千円

  

 
３．受取手形割引高 310,230千円

  
※４．     ────── ※４．貸付有価証券 

貸付を行っている株式52,800千円が含ま

れております。 

※４．     ────── 

 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主な費目

及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主な費目

及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主な費目

及び金額は次のとおりであります。 
 

広告宣伝費及び販売資
料費 

64,678千円 

旅費交通費 77,749千円 

貸倒引当金繰入額 10,011千円 

給与手当 275,435千円 

賞与 75,534千円 

役員退職引当金繰入額 15,586千円 

退職給付引当金繰入額 24,173千円 

減価償却費 17,281千円 

連結調整勘定償却額 7,668千円 
  

 
広告宣伝費及び販売資
料費 

58,273千円

旅費交通費 75,228千円

貸倒引当金繰入額 3,141千円

給与手当 266,282千円

賞与 69,532千円

役員退職引当金繰入額 21,474千円

退職給付引当金繰入額 25,518千円

減価償却費 13,653千円

連結調整勘定償却額 8,436千円
  

 
広告宣伝費及び販売資
料費 

112,979千円

旅費交通費 153,173千円

貸倒引当金繰入額 9,829千円

給与手当 530,216千円

賞与 154,944千円

役員退職引当金繰入額 42,626千円

退職給付引当金繰入額 51,477千円

減価償却費 34,445千円

連結調整勘定償却額 15,337千円
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成14年９月30日現在） （平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在）

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）
 

現金及び預金勘定 3,138,465 

有価証券勘定 344,965 

計 3,483,430 

預入期間３ヶ月を超える
定期預金 

△54,750 

現金及び現金同等物 3,428,680 
  

 
現金及び預金勘定 2,890,059

有価証券勘定 327,462

計 3,217,522

△6,000預入期間３ヶ月を超える
定期預金 

社債券 △100,000

現金及び現金同等物 3,111,522
  

 
現金及び預金勘定 2,769,475

有価証券勘定 369,109

計 3,138,584

△49,850預入期間３ヶ月を超える
定期預金 

社債券 △117,006

現金及び現金同等物 2,971,728
  

 

 

 

 

20



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

機械装置及び
運搬具 

61,953 33,917 28,036 

工具器具及び
備品 

125,056 51,093 73,962 

合計 187,010 85,010 101,999 

  

 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

機械装置及び
運搬具 

46,548 30,796 15,751

工具器具及び
備品 

125,939 63,736 62,203

合計 172,487 94,532 77,954

  

 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

機械装置及び
運搬具 

56,762 34,084 22,677

工具器具及び
備品 

129,863 56,484 73,378

合計 186,626 90,569 96,056

  
（注） 取得価額相当額は、有形固定資産の

中間期末残高等に占める未経過リー

ス料中間期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）      同左 （注） 取得価額相当額は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 38,528千円 

１年超 63,471千円 

合計 101,999千円 
  

 
１年内 32,939千円

１年超 45,014千円

合計 77,954千円
  

 
１年内 37,457千円

１年超 58,598千円

合計 96,056千円
  

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
 

支払リース料 21,043千円 

減価償却費相当額 21,043千円 
  

 
支払リース料 19,931千円

減価償却費相当額 19,931千円
  

 
支払リース料 41,013千円

減価償却費相当額 41,013千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 前中間連結会計期間末（平成14年９月30日） 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 746,180 689,933 △56,246 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 287,017 292,655 5,637 

その他 － － － 

(3）その他 978,535 874,053 △104,482 

合計 2,011,733 1,856,641 △155,091 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 前中間連結会計期間末（平成14年９月30日） 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） 162,590 

ＭＭＦ等 344,965 

 

当中間連結会計期間 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 当中間連結会計期間末（平成15年９月30日） 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 621,257 825,423 204,165 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 308,373 313,258 4,884 

その他 － － － 

(3）その他 897,601 825,700 △71,901 

合計 1,827,233 1,964,381 137,148 

 

 

 

 

22



２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 当中間連結会計期間末（平成15年９月30日） 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） 151,716 

ＭＭＦ等 227,211 

 

前連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 前連結会計年度末（平成15年３月31日） 

 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 637,848 558,925 △78,922 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 334,227 335,402 1,175 

その他 － － － 

(3）その他 1,062,760 940,035 △122,725 

合計 2,034,835 1,834,362 △200,472 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 前連結会計年度末（平成15年３月31日） 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） 151,716 

ＭＭＦ等 252,102 
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（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

前中間連結会計期間末（平成14年９月30日） 
対象物の種類 取引の種類 

契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

スワップ取引 200,000 △2,134 △2,134 

複合金融商品取引    金利 

社債券 70,000 49,050 △1,685 

合計 270,000 46,915 △3,819 

 

当中間連結会計期間 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当中間連結会計期間末（平成15年９月30日） 
対象物の種類 取引の種類 

契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

スワップ取引 200,000 △4,597 △4,597 

複合金融商品取引    金利 

社債券 50,000 45,870 △2,950 

コールオプション取引    
株式 

売 建 60,120 2,132 2,132 

合計 310,120 43,404 △5,415 

 

前連結会計年度 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

前連結会計年度末（平成15年３月31日） 
対象物の種類 取引の種類 

契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

スワップ取引 200,000 △442 △442 

複合金融商品取引    金利 

社債券 50,000 48,820 3,485 

合計 250,000 48,377 3,042 
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５．生産、受注及び販売の状況 
１．生産実績 

                                                                               （単位：千円） 

事業区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 制御機器類 1,948,358 2,560,128 4,077,046 

 計測・検査機器類 863,234 879,333 1,741,018 

 その他 87,190 54,271 187,442 

合  計 2,898,782 3,493,731 6,005,506 

          （注）(1).上記金額は、販売価格によって表示しております。 

                (2).上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

２．受注高及び受注残高 

                                                                              （単位：千円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
事業区分 

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

 制御機器類 2,289,171 1,154,399 2,499,090 1,125,252 4,631,075 1,179,582

 計測・検査機器類 884,606 562,395 784,578 367,795 1,820,493 481,003

 その他 100,198 51,423 92,658 57,608 166,910 19,221

合  計 3,273,976 1,768,218 3,376,326 1,550,654 6,618,479 1,679,806

 

 

３．販売実績 

                                                                              （単位：千円） 

事業区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 制御機器類 2,125,899 2,553,421 4,442,620 

 計測・検査機器類 832,710 897,787 1,849,990 

 その他 88,527 54,271 187,442 

合  計 3,047,137 3,505,479 6,480,052 

          (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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